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複数業務要因災害の場合は「複数事業労働者療養給付」、
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＜例2＞ 会社Aと会社Bの2社に就業している複数事業労働者で、会社Aからは月20万円、会社B
からは月10万円の賃金を受けており、賃金締切日が毎月末日で、事故が7月に発生した場合

　　会社Aの給付基礎日額は、
　　（20万円）×3か月÷91日［４月（30日）＋5月（31日）＋6月（30日）］
　　＝6,593.40円
　　会社Bの給付基礎日額は、
　　（10万円）×3か月÷91日［４月（30日）＋5月（31日）＋6月（30日）］
　　＝3,296.70円

　　合算した後の給付基礎日額
　　6,593.40円+3,296.70円≒9,891円

＜支給内容＞
　休業日4日目から、休業1日につき給付基礎日額の80％（保険給付60％＋特別支給金20％）を支給し
ます。なお、複数事業労働者の場合は、複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の80
％（保険給付60％＋特別支給金20％）を支給します。

＜留意点＞
　休業の初日から3日目までは労災保険からの支給はありません。この間（待期期間）は、業務災害の場
合、事業主が休業補償（1日につき平均賃金の60％）を行うことになります。ただし、複数業務要因災
害・通勤災害の場合には、事業主の補償責任についての法令上の規定はありません。
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